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貨物交通は、排ガスによる環境への負荷、騒音による周辺住民への負担、交通事故リ

スクの増加などの外部費用を増加させる。ネット通販物流においても、主として宅配便

事業者による貨物交通が発生する。集配については、荷物の発着それぞれが決まった場

所からなされるわけでないことに加え、住宅地などの細街路に入り込みやすい。また、

近年問題視されている、再配達による余計な貨物交通が発生する。宅配便事業者は、社

会的な影響は勿論、密集地での配送効率なども考慮して、この課題に取り組んでいる。 
 ネット通販事業者は、消費者の多様な需要を受けて、宅配便事業者への配送品質の向

上やサービス改善を行う。宅配便事業者は、これを受けて、自社の輸送ネットワークを

再編していく。そして、改善された配送サービスは、ネット通販の利便性をより高める

ことで、消費者の購買行動やネット通販事業者の販売戦略に影響を与える。しかし一方

で、これらのサービスは貨物交通の増加を招く可能性もある。 

 今後もネット通販の利用はますますの増加が予測されているので、宅配便事業者はネ

ット通販物流の効率化に迫られる。その一方で、ネット通販においては、より高度な物

流サービスそのものが、消費者に訴えかけるネット通販サービスの魅力の一つとなる。

4章以降では、宅配便事業者の物流施策の中でも、貨物交通量削減施策として、配送料
金の明示化と配送サービスの多様化、輸送トラックの大型化（幹線輸送拠点）、集配員

の集中投入による配送時間短縮の社会的費用に与える効果を検証する。 
 

表 1 ネット通販物流が交通量とネット通販需要に与える影響の整理 

 

 

物流施策 貨物交通 買物交通 ネット通販の利便性

倉庫業務
フルフィルメントサービス ± ＋

物流センター・輸送拠点大型化 －
幹線輸送

輸送トラックの大型化 －
ハブアンドスポークなどによる集約型ネットワーク －

物流センター・輸送拠点の分散 ＋ ＋
多頻度の幹線輸送（当日配送対応） ＋ ＋

ラストマイルの集配
台車や自転車での配送 －
集配員の集中投入 －

コンビニや宅配ロッカーでの指定場所受取・集荷 － ＋ ＋
配送情報の消費者への提示

（配送の見える化）
－ ＋

ドローンによる配送 － ＋
時間帯指定 ± ＋

当日配送のための専用配送ネットワーク ＋ ＋
料金・新しい配送オプション

配送料金明示化＋配送サービスと配送料金の細分化
（遅くても良い配送への割引、1時間以内の配送や再配達への追加料金）

－ ±

マクロ要因 貨物交通 買物交通

ネット通販の利用増加 ＋ －
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第４章 配送料金が消費者の配送オプション選択に与える影響 

  
 実店舗で商品を購入する場合と比べて、ネット通販の場合、消費者は購入した商品を

ただちに利用できない。それゆえに、ネット通販事業者は、宅配便事業者に配送時間の

短縮を求め、遂には自らでより配送時間の短い配送サービスを提供するに至っている。 
 現在、国内においても、「配送料金無料」を掲げているネット通販事業者は少なくな

い。もちろん、実際には配送に関する費用は発生しており、この配送費用は商品価格に

含まれている。このため、多くの消費者は、本来かかっているはずの配送費用を認識し

づらい。そして、速達以外の配送サービスを選択する（または、不在にならずに受け取

ろうとする）消費者のインセンティブを喚起できていない可能性がある。そのためにも、

配送料金を商品価格に内包せずに明示化することで、希望するサービスにかかる費用に

応じた消費者負担が実現できる仕組みづくりが必要となる。 
 アマゾンは世界各国でネット通販サービスを展開しているが、配送サービスは国によ

って異なる。注目すべきは、アマゾンの本社があるアメリカである。書籍、衣服、電化

製品、化粧品等 30種類以上の商品を 10程度の商品群に分類し、商品群ごとに配送料金
と出荷手数料が発生し、それも配送時間で異なる料金が設定されている。 
 商品を購入する場合、購入する場所が実店舗、ネット通販に関わらず、消費者は商品

価格以外にも、交通費などの直接的な費用や時間などに伴う費用を要する。本論文では、

消費者が特定の商品を入手するまでに要する費用を「購買費用」と定義し、消費者が購

買行動を決定する際の購買費用を、時間価値に基づく時間費用であると仮定して定式化

し、実店舗とネット通販の場合で消費者の購買費用を単純に比較した。その結果、かな

り強い仮定の下ではあるが、実店舗型では、移動時間の費用が大きく、ネット通販型の

1.5倍の費用がかかるという結果となった。しかし、ネット通販を利用したことがない
消費者も少なくない。これは、試着できない、商品が届くか不安という、ネット通販に

対する不効用（費用）を定量化して考慮できていないことにある。また、消費者の購買

行動そのものに対する正の効用が考慮されていないことも挙げられる。加えて、消費者

の時間価値を一律に決められないというモデル上の問題もある。 
 そこで、時間価値に応じた「遅い」配送というサービスによって、多様な時間価値を

持つ消費者の需要に応える可能性がある。現状、日本の宅配便サービス水準は、翌日配

送を基準として非常に高い。それよりも早く届けるとなれば、料金を支払うことでサー

ビスを受けられる一方で、それよりも遅いサービスに対する割引がある場合は稀である。

すなわち、商品をすぐに受け取る必要がない状況の消費者にまで、一律に同様のサービ

ス水準で提供していることになる。「遅い」配送の導入によって、急がない消費者がそ

のサービスを利用することは、宅配便事業者にとっても荷物量の平準化に繋がる可能性

がある。そうなれば、人員の配置や設備の利用を効率化できる可能性もある。ただし、
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増加を招く可能性がある。SD や FC の数は、配送件数や配送完了までの時間（時間制

約）の影響を受けるため、宅配便事業者はどのような地域でチーム集配を実施するべき

かを検討する必要がある。本モデルでは、不在率が高くなる前に配送員を大量投入して

配送を完了するか、時間をかけてでも少数の配送員で配送を行うかという問題と、投入

する配送員の SD と FC の組み合わせをどうするかという問題を、事業者費用の最小化
という条件で解き、配送密度ごとにトラックのみの軒先集配とチーム集配を比較する。 
一定面積当りの配送件数（配送密度）ごとに事業者の配送費用を最小化する SDと FC

の組み合わせを決定し、配送密度ごとの費用を表したものが図 6.7 である。 
低密度の配送地域では 1件ごとの配送距離が長くなるため、軒先集配の方が小さい費

用で配送を行うことができるが、配送密度が高くなるにつれてチーム集配の 1件あたり
の費用の方が小さくなった。今回のモデルでは、SD と FC の人件費それぞれを一定の

雇用時間から算出しているため、一定の配送密度になると配送員が追加され、固定費が

発生するようなグラフとなる。ただし、この結果は、SDの賃金を FCの 1.8 倍程度とし
たうえでの結果である。もし、前述したように、FC を確保することが困難となった場

合、FCの賃金を高く設定した場合が、図 11の破線である。この条件下では、現行のチ
ーム集配モデルを参考にして、SDと FCに約 1.8倍の賃金差があると仮定した場合と比
べて、約 2倍強の配送密度でチーム集配の 1件当りの事業者費用が軒先集配を下回った。 
 

 
図 11 軒先集配とチーム集配の事業者費用の比較 

  
 また、人口密度と宅配便の一人当たり受取個数を基に、全国の配送密度を推計し、こ

の結果がどの程度の地域で成り立つかを調査した。人口密度から推計した配送密度では、

現在のように SDと FCの賃金格差が存在する場合は、3次メッシュ数ベースで約 20%、
人口ベースで約 85%の範囲でチーム集配の導入可能性があるという結果となった。また、
賃金が同額地域でも、3 次メッシュ数ベースで約 5%、人口ベースでは約 55%の地域が
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導入可能地域となることが分かった。これは、いくつかの地域さえ押さえれば、相当数

の荷物をチーム集配方式で配送する効果があるいうことである。都市圏の中心部では、

サテライトのような小型拠点を活用している場合もあるが、サテライトは小型とはいえ、

拠点を借り上げる費用やスペースが必要となるが、チーム集配では集配トラックと FC
さえ揃えば導入が可能となる。 
 

 
図 12 事業者費用の結果を基にしたチーム集配導入推奨地域 

 

 
図 13 軒先集配とチーム集配の外部費用の比較 

 
 台車とトラックの組み合わせ、短時間集中配送による再配達削減による台キロ削減は、

当然外部費用も削減する。幹線輸送トラックの大型化同様、事業者費用と外部費用の両

方の削減施策として期待される。また、外部費用の軒先集配とチーム集配の分岐点が低

いことから、宅配便事業者（または、間接的にネット通販事業者や消費者）が外部費用

を負担する仕組みになれば、より広範な地域でチーム集配が有効になり得る。 
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終章 今後の展望と課題 

 
本論文ではまず、宅配便事業者とネット通販事業者のネット通販物流全体における関

係性の変化から、ネット通販物流の構造変化を明らかにした。そして、ロジスティクス

の研究において、宅配便ビジネスを基礎としたネットワーク論の経済学的知見を導出し

た。また、幹線輸送においては積み替えを想定したトラックの大型化施策、ラストマイ

ルにおいてはトラックと台車によるネットワーク構造の階層化施策の効果を評価する

ことで、以下のように仮説を検証した。 
1. 幹線輸送ネットワークとラストマイルネットワークそれぞれで、事業者の費用削減

のための効率化施策が、同時に環境、騒音、事故、混雑等の外部費用も削減するこ

とで、事業者の費用と外部費用の 2つから社会的費用の削減効果を示した。 
2. また、定量的な評価は課題に残したが、配送料金の明示化によって、消費者が望む

サービスに適切な料金を支払うことによって、消費者の需要を満たすと同時に余分

な貨物交通の削減を達成できる可能性を示した。 
ただし、消費者の選択（サービス需要に対する価格弾力性）の把握に課題を残し、ネ

ット通販を利用する消費者の行動に影響を与えるような料金施策の評価は、理論の範囲

での効果を提唱するに留まり、現状のデータでは貨物交通の削減にどの程度寄与するか

を十分に確認することはできなかった。受取場所の指定や時間指定は、事業者サイドで

はコントロール不可能な部分も多く、料金等を用いて消費者を誘導可能かどうかが重要

となる。そのため、今後消費者の配送に対する時間価値を定量的に捉え、配送サービス

に対する需要関数の導出が課題となる。 
また、経済学的な観点からの分析・評価だけでなく、複雑な料金体系などが消費者に

与える煩わしさといったマーケティング的な観点での分析・評価から、消費者の効用

緒・不効用も含めた社会的費用での分析を行う必要がある。 
さらに、配送料金の「見える化」を実現するためには、行政施策としてのアプローチ

も検討する必要がある。フランスでは、法的に書籍の配送料金の明示化を義務付けたが、

経済学的な理論的裏付けを基に、現在政府において通信分野などで協議されているよう

な、配送料金の「見える化」を実現するための行政施策の在り方を検討していくことが、

政策的提言のためにも重要であると考える。 
また、3章で定義した「輸送ネットワーク階層化の経済（ハブアンドスポークの経済）」

については、「積替えによる輸送経路の集約」というネットワーク構成の変化の一部の

みを検証したに過ぎない。現在、実際に進んでいる幹線輸送における新たなネットワー

クの階層化は、ヤマト HDの「ゲートウェイ構想」に見られるような、当日配送への対
応という狙いを含んでいる。これは、これまでのように可能な限り費用を削減してネッ

トワークの効率化を図る、という目標とは異なる考え方である。 
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本論文の今後の発展性として、多頻度幹線輸送を想定したモデルの改良が 1つ、そし
て消費者の購買費用とラストマイルネットワークモデルを利用した買物弱者対策の施

策効果が 1つ、最後に IoT 技術がネット通販物流のネットワーク全体に与える影響を整
理し、幹線輸送ネットワークとラストマイルネットワークにどのような影響を与えるか

定量的に評価する、という施策評価を行っていこうと考えている。 


